
○住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図るため、地方公共団体、不動産関係団体、居住支援団 
 体等が連携し、居住支援協議会（※）を設立。住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報の 
 提供等の支援を実施。 

○ 概要 

居住支援協議会の概要 

（※） 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第10条第1項に基づく協議会 
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（１）設立状況 
 64協議会が設立（Ｈ28.11末時点） 
○都道府県 （全都道府県）   
○区市町 （17区市町） 
・北海道本別町、山形県鶴岡市、千代田区、江東区、豊島
区、杉並区、板橋区、八王子市、調布市、川崎市、岐阜
市、京都市、神戸市、北九州市、福岡市、大牟田市、熊
本市 

 
（２）居住支援協議会による主な活動内容 
 ・メンバー間の意見・情報交換  
 ・要配慮者向けの民間賃貸住宅等の情報発信、紹介・斡旋 
 ・住宅相談サービスの実施 
 （住宅相談会の開催、住宅相談員の配置、サポート店の設

置等） 
 ・家賃債務保証制度、安否確認サービス等の紹介 
 ・賃貸人や要配慮者を対象とした講演会等の開催  
 
（３）支援 
   居住支援協議会が行う住宅確保要配慮者に対する民間

賃貸住宅等への入居の円滑化に関する取り組みを支援 
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